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平成 14 年 3 月期  個別財務諸表の概要        店 

平成 14 年 5 月 17 日   
 
 

会 社 名 株 式 会 社 精 工 技 研 登録銘柄  
コ ー ド 番 号 6834 本社所在都道府県 千葉県 
（URL http://www.seikoh-giken.co.jp ） 
問い合わせ先 責任者役職名 経 営 企 画 室 
 氏    名         斎 藤  祐 司 TEL（047）388－6401 
決算取締役会開催日 平成 14 年 5 月 17 日 中間配当制度の有無 有 
定時株主総会開催日 平成 14 年 6 月 20 日 単元株制度採用の有無 有（１単元 100 株） 

 
 
１．14 年 3 月期の業績（平成 13 年 4 月 1 日 ～ 平成 14 年 3 月 31 日） 
(1) 経営成績 

 売  上  高 営 業 利 益 経 常 利 益 
 
14 年 3 月期 
13 年 3 月期 

百万円   ％ 
4,247（△67.7） 

13,157（  23.7） 

百万円   ％ 
339（△93.9） 

5,596（ 19.3） 

百万円   ％ 
201（△96.4） 

5,530（ 18.0） 
 
 

当 期 純 利 益 
1 株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
1 株当たり当期純利益 

株主資本  
当期純利益率 

総 資 本 
経常利益率 

売 上 高 
経常利益率 

 
14 年 3 月期 
13 年 3 月期 

百万円   ％ 
△768（ ― ） 
2,891（ 17.2） 

円 銭 
△82 36 
341 49 

円 銭 
― 
― 

％ 
△3.2  
19.7  

％ 
0.8  

29.7  

％ 
4.7  

42.0  
(注) 1．期中平均株式数    14 年 3 月期  9,333,612 株    13 年 3 月期  8,467,228 株 
   2．会計処理の方法の変更   無 
   3．売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
 
(2) 配当状況 

1 株当たり年間配当金 
 

 中 間 期 末 
配当金総額 
（年 間） 

配当性向 
株主資本 
配 当 率 

 
14 年 3 月期 
13 年 3 月期 

円 銭 
30  0  
30  0  

円 銭 
― 
― 

円 銭 
30  0  
30  0  

百万円 
280 
280 

％ 
― 
9.7 

％ 
1.2 
1.1 

 
(3) 財政状態 

 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 1 株当たり株主資本 
 
14 年 3 月期 
13 年 3 月期 

百万円 
24,475 
27,165 

百万円 
23,454 
24,403 

％ 
95.8 
89.8 

円  銭 
2,512  94  
2,614  53  

(注) 1．期末発行済株式数   14 年 3 月期  9,333,612 株    13 年 3 月期  9,333,612 株 
2．期末自己株式数    14 年 3 月期      42 株    13 年 3 月期      42 株 

 
 
２．15 年 3 月期の業績予想（平成 14 年 4 月 1 日 ～ 平成 15 年 3 月 31 日） 

1 株当たり年間配当金 
 売 上 高 経常利益 当期純利益 

中 間 期 末  
 

中 間 期 
通  期 

百万円 
1,916 
3,820 

百万円 
29      
8      

百万円 
106      
94      

円 銭 
0 

―――― 

円 銭 
―――― 
30 0 

円 銭 
―――― 
30 0 

(参考) 1 株当たり予想当期純利益（通期）    10 円 9 銭 
※ 上記の予想は現時点で入手可能な情報に基づき算出したものであり、実際の業績は今後さまざまな要因に 

よって異なる結果となる可能性があります。上記の予想に関連する事項については、添付資料 6 ページの 
「３．経営成績及び財政状態 (3)次期の見通し」をご参照ください。 
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貸借対照表 

(単位：千円) 
  第 30 期 

(平成 14 年 3 月 31 日現在) 
第 29 期 

(平成 13 年 3 月 31 日現在)  

区分 注記番号 金額 構成比 金額 構成比 
【 資 産 の 部 】    %   % 

Ⅰ 流 動 資 産        
1. 現 金 及 び 預 金   10,610,481   5,351,182  
2. 受 取 手 形 ※2  47,256   251,408  
3. 売 掛 金   787,224   2,212,277  
4. 有 価 証 券   999,651   10,965,405  
5. 自 己 株 式   -   1,826  
6. 商 品   21,987   6,020  
7. 製 品   38,876   103,874  
8. 原 材 料   946,979   671,067  
9. 仕 掛 品   989,433   786,854  
10. 貯 蔵 品   7,292   7,267  
11. 前 払 費 用   17,612   24,020  
12. 繰 延 税 金 資 産   -   158,757  
13. 未 収 消 費 税 等   102,143   40,182  
14. 未 収 法 人 税 等   1,274,610   -  
15. そ の 他   41,625   20,800  
貸 倒 引 当 金   △3,300   △7,440  

流 動 資 産 合 計   15,881,876 64.9  20,593,505 75.8 
Ⅱ 固 定 資 産        
( 1 ) 有 形 固 定 資 産        
1. 建 物  3,767,347   2,269,823   
 減 価 償 却 累 計 額 ※3 786,051 2,981,295  607,256 1,662,567  

2. 構 築 物  161,126   128,218   
 減 価 償 却 累 計 額  54,009 107,117  33,270 94,948  

3. 機 械 及 び 装 置  1,240,454   1,248,784   
 減 価 償 却 累 計 額 ※3 905,232 335,221  810,717 438,066  

4. 車 両 運 搬 具  2,656   460   
 減 価 償 却 累 計 額  670 1,986  437 23  

5. 工具、器具及び備品  913,269   746,718   
 減 価 償 却 累 計 額 ※3 560,989 352,280  408,792 337,926  

6. 土 地 ※3  2,984,278   2,220,089  
7. 建 設 仮 勘 定   82,435   619,446  

有 形 固 定 資 産 合 計   6,844,615 28.0  5,373,067 19.8 
( 2 ) 無 形 固 定 資 産        

1. 営 業 権   184,103   -  

2. ソ フ ト ウ ェ ア   6,465   4,391  

3. 施 設 利 用 権   6,709   7,289  

無 形 固 定 資 産 合 計   197,278 0.8  11,680 0.0 
(3)投資その他の資産        
1. 投 資 有 価 証 券   692,478   818,324  
2. 関 係 会 社 株 式   358,781   21,430  
3. 関 係 会 社 出 資 金   280,800   -  
4. 従業員長期貸付金   1,294   1,796  
5. 繰 延 税 金 資 産   119,623   252,413  
6. 保 険 積 立 金   96,795   92,826  
7. そ の 他   1,729   538  
貸 倒 引 当 金   △ 10   △ 10  

投資その他の資産合計   1,551,492 6.3  1,187,318 4.4 
固 定 資 産 合 計   8,593,386 35.1  6,572,067 24.2 
資 産 合 計   24,475,262 100.0  27,165,572 100.0 
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(単位：千円) 
 
 

 第 30 期 
(平成 14 年 3 月 31 日現在) 

第 29 期 
(平成 13 年 3 月 31 日現在) 

区分 注 記 番 号 金 額 構 成 比 金 額 構 成 比 
【 負 債 の 部 】      

Ⅰ 流 動 負 債      

1. 買 掛 金  216,701  439,260  

2. 未 払 金  129,220  247,612  

3. 未 払 事 業 所 税  42,663  5,414  

4. 未 払 費 用  134,444  177,503  

5. 未 払 法 人 税 等  3,800  1,413,471  

6. 前 受 金  518  767  

7. 預 り 金  19,833  63,728  

流 動 負 債 合 計  547,182 2.2 2,347,758 8.7 

      

Ⅱ 固 定 負 債      

1. 役 員 退 職 慰 労 引 当 金  279,150  269,950  

2. 退 職 給 付 引 当 金  194,088  144,775  

固 定 負 債 合 計  473,238 1.9 414,725 1.5 

負 債 合 計  1,020,421 4.2 2,762,483 10.2 

【 資 本 の 部 】      

Ⅰ 資 本 金 ※1 6,791,682 27.7 6,791,682 25.0 

Ⅱ 資 本 準 備 金  10,571,419 43.2 10,571,419 38.9 

Ⅲ 利 益 準 備 金  1,697,920 6.9 87,407 0.3 

Ⅳ そ の 他 の 剰 余 金      

( 1 ) 任  意  積  立  金      

1. 特 別 償 却 積 立 金  7,113  4,480  

2. 別 途 積 立 金  5,000,000  4,000,000  

( 2 ) 当 期 未 処 分 利 益 又 は 

   当期未処理損失 (△ ) 

 
△609,971  3,070,803  

そ の 他 の 剰 余 金 合 計  4,397,142 18.0 7,075,283 26.0 

Ⅴその他有価証券評価差額金  △1,498 0.0 △122,704 △0.4 

Ⅵ 自 己 株 式  △1,826 0.0 - - 

資 本 合 計  23,454,841 95.8 24,403,088 89.8 

負 債 ・ 資 本 合 計  24,475,262 100.0 27,165,572 100.0 
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損益計算書 
        (単位：千円) 

 
 第30期 

自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日 

第29期 
自 平成12年４月１日 
至 平成13年３月31日 

区分 
注記
番号 

金   額 百分比 金   額 百分比 

        Ⅰ 売上高        
 1. 製品売上高  4,172,247   13,013,972   
 2. 商品売上高  75,275 4,247,523 100.0 143,466 13,157,439 100.0 
Ⅱ 売上原価        
   (製品売上原価)        
 1. 製品期首たな卸高  103,874   260,604   
 2. 当期製品製造原価  2,974,203   6,380,126   

合計  3,078,078   6,640,731   
 3. 他勘定振替高 ※1 314,598   92,645   
 4. 製品期末たな卸高  38,876   103,874   
   製品売上原価  2,724,603   6,444,211   
   (商品売上原価)        
 1. 商品期首たな卸高  6,020   2,160   
 2. 当期商品仕入高  71,152   81,486   

合計  77,173   83,646   
 3. 商品期末たな卸高  21,987   6,020   
   商品売上原価  55,185 2,779,788 65.4 77,625 6,521,837 49.6 
  売上総利益   1,467,734 34.6  6,635,602 50.4 
Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※2,5  1,127,951 26.6  1,039,202 7.9 
  営業利益   339,782 8.0  5,596,400 42.5 
Ⅳ 営業外収益        
 1. 受取利息  6,141   6,344   
2. 有価証券利息  8,204   21,065   

 3. 受取配当金  104   1,449   
 4. 特許権使用料  27,200   31,835 

 
  

 5. 為替差益   27,358   112   
 6. その他  12,007 81,016 1.9 3,978 

 
64,785 0.5 

Ⅴ 営業外費用        
 1. 支払利息  -   21,139   
  2. 有価証券売却損  104,084   -   
 3. 新株発行費  -   61,384   
4. 借入金繰上返済手数料  -   15,420   
5. たな卸資産除却損  21,171   17,816   

 6. 休止固定資産減価償却費  76,654   -   
 7. その他  17,398 219,308 

 
5.2 14,643 130,404 1.0 

  経常利益   201,489 4.7  5,530,781 42.0 
Ⅵ 特別利益        

1. 固定資産売却益 ※3 4,203   -   
2. 貸倒引当金戻入益  4,140   -   
3. 過年度特許権使用料  141,980 150,323 3.5 - - - 

Ⅶ 特別損失        
 1. 固定資産除却損 ※4 99,316   10,034   
2. 投資有価証券評価損  336,373   -   

3. たな卸資産評価損  516,554   -   

4. 退職給付会計基準 
変更時差異償却  - 952,244 22.4 72,277 82,311 0.6 

   税引前当期純利益又は 
   税引前当期純損失（△）    △600,431 △14.1  5,448,469 41.4 

   法人税、住民税及び 
   事業税  3,800   2,569,853   

過年度法人税、住民税及び 
   事業税   △39,292   -   

   法人税等調整額  203,780 168,288 4.0 △12,879 2,556,973 19.4 
   当期純利益又は 
   当期純損失（△）   △768,719 △18.1  2,891,496 22.0 

   前期繰越利益   158,748   179,307  
   当期未処分利益又は 
   当期未処理損失（△）   △609,971   3,070,803  
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利益処分計算書 

(単位：千円) 

   
第 30 期 

 

   
第 29 期 

 

区分 
注記
番号 

金   額 注記
番号 

区分 金   額 

Ⅰ.当期未処理損失  609,971 
 

Ⅰ.当期未処分利益 3,070,803 

Ⅱ.任意積立金取崩額 
 

 
 

Ⅱ.任意積立金取崩額  

特別償却積立金取崩額 
 

1,222 
 

特別償却積立金取崩額 640 

別途積立金取崩額 
 

1,000,000 
 

  

合計 
 

391,251 
 

合計 3,071,443 

Ⅲ.利益処分額 
 

 
 

Ⅲ.利益処分額  

1.配当金 
 

280,008 
 

1.利益準備金 1,610,513 

 
 

 
 

2.配当金 280,008 

 
 

 
 

3.役員賞与金 18,900 

 
 

 
 

（うち監査役賞与金） (1,350) 

 
 

 
 

4.任意積立金  

 
 

 特別償却積立金 3,273 

 
 

 別途積立金 1,000,000 

合計 
 

280,008 合計 2,912,695 

Ⅳ.次期繰越利益 
 

111,242 
 

Ⅳ.次期繰越利益 158,748 
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キャッシュ・フロー計算書 
                                             (単位:千円) 

第 29 期  
自  平成 12 年 4 月 1 日 

 至  平成 13 年 3 月 31 日 
区   分 金  額 

I. 営業活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ  
1. 税引前当期純利益 5,448,469 
2. 減価償却費 314,340 
3. 固定資産除却損 10,034 
4. 貸倒引当金の減少額(△) △7,010 
5. 役員退職慰労引当金の増加額 16,890 
6. 退職給与引当金の減少額(△) △51,667 
7. 退職給付引当金の増加額 144,775 
8. 受取利息及び受取配当金 △28,859 
9. 支払利息 21,139 
10. たな卸資産除却損 17,816 
11. 自己株式売却損 2,108 
12. 売上債権の減少額 112,848 
13. たな卸資産の増加額(△) △244,903 
14. 前払費用の減少額 7,114 
15. 立替金の増加額(△) △2,333 
16. 未収入金の減少額 6,531 
17. 仮払金の増加額(△) △928 
18. その他資産の増加額(△) △40,182 
19. 買掛金の減少額(△) △104,772 
20. 未払費用の増加額 21,073 
21. 未払金の増加額 26,199 
22. 前受金の増加額 281 
23. 預り金の増加額 6,130 
24. 未払消費税等の減少額(△) △37,276 
25. 役員賞与の支給額 △23,700 

小計 5,614,119 
  

26. 利息及び配当金の受取額 18,799 
27. 利息の支払額 △18,571 
28. 法人税等の支払額 △3,121,739 
営業活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ 2,492,607 
  

II. 投資活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ  
1. 定期預金の預入による支出 △2,199,833 
2. 定期預金の払戻による収入 205,723 
3. 有価証券の取得による支出 △799,626 
4. 有形固定資産の取得による支出 △2,924,958 
5. 無形固定資産の取得による支出 △9,996 
6. 投資有価証券の取得による支出 △1,000,584 
7. 関係会社株式の取得による支出 △21,430 
8. 貸付金の回収による収入 549 
9. 保険積立金による支出 △4,882 
10. 差入保証金による支出 △1 
投資活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ △6,755,039 
  

III. 財務活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ  
1. 長期借入金返済による支出 △1,549,804 
2. 長期未払金の支払額 △321,270 
3. 株式の発行による収入 16,920,000 
4. 自己株式売却による収入 2,240 
5. 自己株式取得による支出 △6,174 
6. 配当金の支払額 △178,578 
財務活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ 14,866,412 
  

IV. 現金及び現金同等物の増加額 10,603,980 
V. 現金及び現金同等物の期首残高 2,713,147 
VI. 現金及び現金同等物の期末残高 13,317,127 
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重要な会計方針 
 

1. 有価証券の評価基準及び評価方法 
(1) 子会社株式・・・・・・・・・・・・・・ 移動平均法による原価法 
(2) その他有価証券で時価のあるもの・・・ 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法により算定しております） 
(3) その他有価証券で時価のないもの・・・ 移動平均法による原価法 

 

2. たな卸資産の評価基準及び評価方法 
(1) 商品・・・・・・・・・・・・・・ 移動平均法による原価法 
(2) 製品  

光通信関連製品・・・・・・・ 移動平均法による原価法 
金型関連製品  ・・・・・・・ 個別法による原価法 

(3) 原材料・・・・・・・・・・・・・ 移動平均法による原価法 
(4) 仕掛品・・・・・・・・・・・・・ 個別法による原価法 
(5) 貯蔵品・・・・・・・・・・・・・ 最終仕入原価法 

 

3. 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 定率法を採用しております。ただし、平成 10 年 4 月１日以降に取得した建物(建物附属
設備を除く)については、定額法によっております。 

 
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 
建物       8 年～38 年 
機械装置     7 年～10 年 

(2) 無形固定資産 定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについては社内における利
用可能期間（5 年）に基づく定額法を採用しております。 
 

 

4. 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸
念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込み額を計上して
おります。 

(2) 役員退職慰労引当金 役員の退職金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額の 100％を計上しており
ます。 

(3) 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見
込み額に基づき、当事業年度末において発生していると認められる額を計上しております。 
なお、数理計算上の差異については、発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（5年）により、定額法により翌事業年度から費用処理することとしております。 

 

5. ﾘｰｽ取引の処理方法 

ﾘｰｽ物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のﾌｧｲﾅﾝｽ・ﾘｰｽ取引は、通常の賃貸借取引に準じた会計処理
によっております。 

 

6. その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

(1) 消費税等の会計処理  
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜き方式によっております。 
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(追加情報) 

 

① 退職給付会計 

従来、退職給付引当金は退職給付に係る会計基準（｢退職給付に係る会計基準の設定に関する意見書｣（企業会計審
議会平成10年6月16日））による簡便法で算定しておりましたが、当事業年度より、原則法により算定することに変
更いたしました。この結果、従来の方法によった場合と比較して、退職給付費用が65,836千円増加し、経常利益は

63,529千円減少し、税引前当期純損失はそれぞれ63,529千円増加しております。 
 

② 自己株式 

従来資産の部に計上していました｢自己株式｣（流動資産1,826千円）は、財務諸表等規則の改正により当事業年度
末においては資本の部の末尾に表示しております。 
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注記事項 

(貸借対照表関係) 

 

第30期 
（平成14年3月31日現在） 

第29期 
（平成13年3月31日現在） 

1. 授権株式数         37,000,000株 
  発行済株式総数        9,333,654株 

 

1. 授権株式数          20,000,000株 
  発行済株式総数        9,333,654株 

2.  期末日満期手形 
期末日満期手形の会計処理については、手形交換日を

もって決済処理しております。なお、当期末日は金融機
関の休日であったため、次の期末日満期手形が、期末残
高に含まれております。 

受取手形  10,596千円 
 

2. 期末日満期手形 
期末日満期手形の会計処理については、手形交換日を

もって決済処理しております。なお、当期末日は金融機
関の休日であったため、次の期末日満期手形が、期末残
高に含まれております。 

受取手形  63,726千円 
 

3.  休止固定資産 
   有形固定資産に含めて表示した休止固定資産は次のと

おりであります。 
建物 1,668,559千円 
機械装置 74,871千円 
工具器具及び備品 40,094千円 
土地  945,358千円  

- 
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(損益計算書関係) 

                                        (単位：千円) 
第30期 

自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日 

第29期 
自 平成12年４月１日 
至 平成13年３月31日 

  
1. 他勘定振替高 

他勘定振替高は、主に社内消費出庫分及びたな卸
資産評価損であります。 

  

1. 他勘定振替高 

他勘定振替高は、主に社内消費出庫分であります。 
  

2. 販売費及び一般管理費 
   販売費に属する費用のおおよその割合は17％であ

り一般管理費に属する費用の割合は83％でありま

す。主要な費目及び金額は次のとおりであります。 
 千円
販売手数料 62,569 

広告宣伝費 57,050 
役員報酬 93,070 

給料 171,375 
役員退職慰労引当金繰入額 9,200 
賞与 48,960 

租税公課 84,442 
減価償却費 128,763 

研究開発費 146,875 

  

2. 販売費及び一般管理費 
   販売費に属する費用のおおよその割合は24％であ

り一般管理費に属する費用の割合は76％でありま

す。主要な費目及び金額は次のとおりであります。 
 千円
販売手数料 122,702 

広告宣伝費 56,771 
役員報酬 124,740 

給料 134,519 
役員退職慰労引当金繰入額 16,890 
賞与 49,813 

貸倒引当金繰入額 7,430 
減価償却費 42,633 

研究開発費 146,214 

  
3.  固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 

 千円
工具、器具及び備品 4,203 

 

3.            - 

  

4. 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 
 千円
機械及び装置 90,007 

工具、器具及び備品 2,309 
建設仮勘定 7,000 

計 99,316 

  

4. 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 
 千円
建物 6,496 

構築物 2,443 
機械及び装置 302 
工具、器具及び備品 791 

計 10,034 

  
5. 一般管理費に含まれる研究開発費は146,875千円で

あります。 

5.  一般管理費に含まれる研究開発費は146,214千円で

あります。 
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 (リ ー ス 取 引 関 係         ) 

 

 

 

第30期 
自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日 

第29期 
自 平成12年４月１日 
至 平成13年３月31日 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 
1. リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 
1. リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

 取得価額 
相当額 

減価償却 
累計額相当額 

期末残高 
相当額 

工具、器具 
及び備品 

千円 
19,563 

千円 
11,742 

千円 
7,821 

ソフトウェア 3,738 1,370 2,367 

合計 23,301 13,112 10,188 
 

 取得価額 
相当額 

減価償却 
累計額相当額 

期末残高 
相当額 

工具、器具 
及び備品 

千円 
16,305 

千円 
10,382 

千円 
5,923 

車両運搬具 11,557 9,367 2,189 

ソフトウェア 3,738 623 3,115 

合計 31,600 20,373 11,227 
 

(注) 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形
固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定しております。 
 

同左 

2. 未経過リース料期末残高相当額 
１年内 4,467千円 
１年超 5,721千円 

合計 10,188千円 
 

2. 未経過リース料期末残高相当額 
１年内 5,570千円
１年超 5,657千円

合計 11,227千円
 

(注) 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料

期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合
が低いため、支払利子込み法により算定しておりま
す。 

 

同左 

3. 支払リース料及び減価償却費相当額 
支払リース料 7,925千円

減価償却費相当額 7,925千円
 

3. 支払リース料及び減価償却費相当額 
支払リース料 6,652千円

減価償却費相当額 6,652千円
 

 

4. 減価償却費相当額の算定方法 
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

 

4. 減価償却費相当額の算定方法 
同左 



  - 35 - 

(有価証券関係) 
※当期の「有価証券」（子会社及び関連会社株式で時価のあるものは除く）については、連結財務諸表における注記事項として

記載しております。 

 

前期（平成 13 年 3 月 31 日現在） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの                                                          （単位：千円） 
 種類 貸借対照表計上額 時価 差額 
時 価 が 貸 借 対 照 表 
計 上 額 を 超 え る も の 

国債 799,626 800,640 1,013 

合計  799,626 800,640 1,013 
 
２．その他の有価証券で時価のあるもの                              （単位：千円） 
 種類 取得原価 貸借対照表計上額 差額 

株式 3,251 3,959 708 貸借対照表計上額が取得原価
を 超 え る も の 小計 3,251 3,959 708 

(1) 株式 
(2) その他 

26,523 
999,020 

22,453 
791,910 

△4,069 
△207,109 貸借対照表計上額が取得原価

を 超 え な い も の 
小計 1,025,544 814,364 △211,179 

合計 1,028,796 818,324 △210,471 

 
３．時価のない主な有価証券の内容及び貸借対照表計上額                      （単位：千円） 
 貸借対照表計上額 摘要 

その他有価証券 
MMF 

 
10,165,779 

 

合計 10,165,779  

 
４．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額  （単位：千円） 

 1 年以内 
国債 799,626 
合計 799,626 

 



  - 36 - 

 

(税効果会計関係) 

 

第30期 
（平成14年3月31日現在） 

第29期 
（平成13年3月31日現在） 

1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別
の内訳 

繰延税金資産 
 退職給付引当金 69,517千円
 役員退職慰労引当金 48,150 

 その他 6,169 

 繰延税金資産合計 123,837 
  
繰延税金負債  

 特別償却積立金 △4,214千円

 繰延税金負債合計 △4,214 
  
繰延税金資産の純額 119,623千円

  

1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別
の内訳 

繰延税金資産 
 役員退職慰労引当金 112,569千円
 未払事業税否認 108,843 

投資有価証券評価差額金 87,766 
退職給付引当金 47,513 

 未払賞与否認 29,394 

 その他 30,173 

 繰延税金資産合計 416,259 
  
繰延税金負債  

 特別償却積立金 △5,088千円

 繰延税金負債合計 △5,088 
  
繰延税金資産の純額 411,170千円

  
2. 法定実効税率と法人税等負担率との差異の原因と
なった主要な項目別の内訳 
 法定実効税率と法人税等負担率との差異について

は、税引前当期純損失が計上されているため記載して
おりません。 
 

 
  

2. 法定実効税率と法人税等負担率との差異の原因とな
った主要な項目別の内訳 
法定実効税率 41.7％ 

(調整)  
留保金に対する税額 4.9 
増加試験研究費の税額控除額 △0.1 

その他 0.4 

税効果会計適用後の 
法人税等の負担率 46.9 
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(デリバティブ取引関係) 
デリバティブ取引の契約額、時価及び評価損益 

 

※当前事業年度の「デリバティブ取引」については、連結財務諸表における注記事項として記載しております。 
 

 
１．前事業年度 

当社は、デリバティブ取引を全く利用していないので、該当事項はありません。 

 

 

 

（重要な後発事象） 

 

  該当事項はありません。 


